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大都市 圏内にお け る周辺都市域 の研究(1)

大阪大都市圏のサ ブシステムと奈良盆地の地域構造
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は じ め に

奈良盆地における地域構造の変容に関する研究は,概 して多 くはないが,1960年 代か ら

1970年 代に集中している。高度経済成長期にみられた京阪神大都市圏の急激な発展が,奈

良盆地(奈 良県北部地域)の 地域的秩序の再編を余儀な くさせたか らである.昭 和36年 に

相継いで出版された 「奈良盆地1)」や 「奈良県地誌2)」の中でも,こ の種の変容過程3)につ

いては,若 干述べられているが,こ れ らはやは り京阪神大都市圏に包摂される以前の奈良

盆地における地理学的研究の集大成 といえよう.

榑松静江は,い ち早 く,奈 良盆地の地域構造を阪神大都市圏の拡大の中でとらえ,437

大字を調査単位 としたインテソシィブな事例研究により,阪 神大都市圏におけるMetro-

politanizationの 機構 と法則を解明した4).ま た,1960年 代後期には,「阪神大都市圏の郊

外化に伴なう奈良県の変質過程」を共通テーマとした研究5)が 行われてお り,西 田和夫は

奈良市における農地転用の進展と市街地拡大との問題を調査し,菊 地一郎は,県 内中小8

都市の都市機i能の変容について究明した7).さ らに菊地は,昭 和30年 代から40年代にかけ

て奈良県工業の地域構造について論じ,奈 良県における工業化を阪神大都市圏の機能分散

として位置付けている8).こ れらの諸論文は,奈 良盆地が京阪神大都市圏に包摂され,そ

の地域秩序が再編 されてい く初期の変容過程を扱った研究 といえよう.昭 和40年 代には,

農業的土地利用の高かった奈良盆地に非農業的土地利用が急増 し,奈 良盆地に卓越してい

た農業景観が,都 市景観の混乱したいわゆる郊外の様相を呈するようになる.こ のような

奈良盆地における土地利用の急激な変化と農業構造の再編については,藤 田佳久の一連の

諸研究によって詳細な分析がなされている9).ま た北西部丘陵地の住宅開発については,

北畠潤0の 研究10)さらに奈良県北西部における地価形成の傾向分析を行った淡野明彦の研

究11)がある.こ のように昭和50年 代までの研究は,高 度経済成長期に奈良盆地の地域構造

が如何に変容したかを調べたものである.昭 和48年 の石油ショック以来,我 国の経済は,

低成長期に入 り,大 都市圏の成長についても以前程の急激な発展はみられな くなった.大

都市の外延的拡大としての郊外化とは異質の大都市圏の経済機能(事 務所や商店など)の
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郊外化現象や大都市の衰退現象12)が指摘 され,求 心的構造を示してきた大都市圏の構造も

昭和50年 代に入ると変化してきた と言われている.そ こでは,大 都市圏研究における周辺

都市域研究の重要性13)が指摘されているのである.し たがってこの点が,奈 良盆地をフィ

ール ドとしてとりあげた本研究の地域設定の理由である.

また,1960年 代か ら1980年 代にかけて奈良盆地の新 しい地域秩序が再編 されその中に地

域秩序(地 域構造)の 単位 となるような地理的範域が形成されつつあるといえるのではな

いか.従 来は,奈 良盆地の地域構造の最小単位として大字領域が比較的閉鎖的な範域 とし

てとらx.られてきた.(榑 松の組織細胞)こ れらの農村社会的範域が崩壊 した後に形成 さ

れる地域単位は如何なるものであろ うか.従 来の地域構造を地域システムと捉えるならば,

この地域単位は,シ ステムを構成す る要素,つ まりシステム要素 と考えられる.京 阪神大

都市圏の拡大の中ででの奈良盆地の地域単位は,単 なる奈良盆地のシステム要素としてで

はなく京阪神大都市圏のシステム要素として性格付けられるものである.藤 巻正己は,巨

大都市近傍の周辺地域が,メ トロポ リタン ・ドミナンス下で如何に組織化されていくか,

その地理的空間の組織構造に関す る研究の重要性を指摘 している14).こ のような地理的空

間は,1つ の地域システムと考えられるが,地 域システムを構成するシステム要素,藤 巻

の言 う 「部分地域」は,地 理的に如何なる範域で捉えられるのであろうか.本 稿では,奈

良盆地の地域構造 を阪神大都市圏のサブシステムとしてとらえ,大 都市圏内における周辺

都市域研究の問題点を指摘するものである.

分析概念と方法

大 都 市 圏 内 に お け る周 辺 都 市域 の 研 究,つ ま り大 都 市 地 域 シ ス テ ム 内 に お け るサ ブ シ ス

テ ム の研 究 に お い ては,こ れ らの 下 部 単 位 の 地 域 的 範 域 を如 何 に設 定 す るか が 重 要 な 問 題

で あ る.大 都 市 地 域 シス テ ム に つ い て は,Doxiadis,D.A.やBerry,B.J.L.に よ って

DUS(DailyUrbanSystem)の 概 念 が 提 唱 され て い る15).Berryの い うDUSと は,彼

が1967年 にTheO伍ceofBusinessEconomics,U.S.DepartmentofCommerceの 仕 事

とし て画 定 したOBEのEconomicAreaを 意 味 して い る.OBEareaの 内 部 は,3段 階

(0～5%,5～50%,50%～ の就 業 依 存 率)に 区 分 され た 就 業 依 存 圏(LaborMarket)

とそ の外 側 に ひ ろ が る経 済 圏(OutsideofLaborMarket)に 区 分16)さ れ て お り,そ の中 に

CityやSMSAを 単 位 と した 中 心 都 市 が5段 階17)に 分類 され て い る.そ して これ ら全 米

171のOBEarea或 はDUSの 詳 細 な リス トが,報 告 され て い るの で あ る.18)田 辺 健 一 は,

このDUS概 念 を も とに 日本 のDUS(日 常 的 都 市 シス テ ム)を 検 討 した が,田 辺 のDU

S域 とは5%以 上 の 日 々の就 業 依 存 圏 を 意 味 し て お り,BerryのDUSよ りも狭 義 の も の

で あ る19).田 辺 は,日 本 の 都 市 の現 状 に あわ せ て,流 出就 業 人 口 と流 入 就 業 人 口 の関 係 か

らDUSの 中 心 都 市 を3種i類 に 分 類 した.そ の 内,第 一 次,第 二 次 中 心 地 まで を 分 析 の対

象 と して い る.第 一 次 中 心 地 とは,日 々 の流 入 就 業 人 口が 日 々の 流 出 就 業 人 口 よ りも多 い

行 政 区(市 町 村)で あ り,第 二 次 中 心 地 は,流 出就 業 人 口の 方 が 多 く,そ の行 政 区 へ5%

以上 の就 業 依 存 率 を 有 す る市 町 村 が そ の周 辺 域 に存 在 す る 行政 区(市 町 村)で あ る20).し

た が って 大都 市 圏 内 のDUS域 は,第 二 次 中 心 地 の それ が 大 半 を 占め る。 第 二 次 中 心 地 の

考 え方 は,DUS概 念 を 従 来 の 第 一 次 中 心 地 の就 業 依 存 圏 の 設 定 だ け で は な く,大 都 市 圏

内 の 中 小 都 市 の 分 析 に も適 用 させ る こ とを 可 能 に した と言 え る.一 般 的 に 都 市 圏 の範 域 を

画 定 す る 場 合,中 心 都 市 へ の就 業 依 存 率 は よ く利 用 され る。3%,5%0,10%,15%等 と

そ の 基 準値 は 実 に 様 々で あ る.し か し,基 準 値 設 定 の 明確 な 理 由 は 見 当 らな い21).今 後,
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大都市圏内の周辺都市域の範域を行政区域以外に,何 らかの基準値で画定されたものとみ

なす場合,そ の基準値の妥当性についての検討が必要であろう.し か し,い ずれにせよ第

二次中心地のDUS域 は,大 都市圏内に成長している下位の結節地域であるといえる.こ

れらのDUS域 は,大 都市地域システム内の単位地域と如何なる関係を有しているのであ

ろ うか.

本来,シ ステムとは,シ ステムを構成する要素の特性 と要素間の相互関係より構成され

る結合体である22).大 都市地域システム内での相互関係は,人 の流動23)や物資や情報の流

通であろ う。本稿では,こ の人の動きを通勤流動としてとらえ,通 勤流動量を単位地域間

の相互関係とした.ま た,通 勤流動の集計単位は,行 政域(市 区町村界)を 使用 している

が,こ れらの行政域問の通勤流動の類似性 より地域システムを構成する単位地域を抽出し

ようとするものである。本稿では,こ れ らの単位地域 と結節地域を区別している.結 節地

域 とは,中 心地とその周辺域を含む機能的な範域をさすが,こ れらの単位地域には明確な

中心地が存在しない場合もある.本 稿でとりあげる単位地域とは,通 勤流動の類似性 より

分類される一種の等質地域でもある.筆 者は,OD行 列の因子分析から抽出された因子構

造を機能地域,或 は結節地域 とする従来の短絡的な考}方 には疑問をもっている.因 子分

析理論か ら考えるならば,流 動現象における相互作用の類似性より因子構i造が抽出される

のであり,こ の相互作用の類似性 と結節性や中心性を混同してはな らないか らである.

単位地域の抽出の方法 としては,一 定の基準値を設定してその範域をもとめるのではな

く,通 勤流動量にみられる相互関係を直接分析することによって抽出することにする.し

たがって,相 関分析法の0種 である因子分析をOD行 列に適用することに した.通 勤流動

とは,発 着地 と到着地 とい う一一定の方向性をもった流動であり,発 着地を変数 とした因子

分析は,流 出人 ロパターソの類似性によって地域を分類するものである.到 着地を変数と

した場合は,流 入人 口の類似性によって地域の分類をすることになる.し か し,実 際,後

者の場合は,こ の種のOD行 列から抽出される因子構造は無意味な場合が多い.つ まり地

域を変数 としたOD行 列の場合,流 入人口がi類似した地域を抽出することは,双 子都市な

どを抽出することになるからである.発 着地間の流動量を示 したOD行 列は,一 般的には

変数 とサンプルの数が等 しく,0値 のOD行 列成分も概 して多い.以 前 より,OD行 列へ

の因子分析の適用については,そ の問題点が指摘されてきた.ま た,OD行 列の流動関係

が相関行列では正確に表現できないとい う指摘もある24).こ れは,全 く流動関係のない地

域間にもみかけの相関係数が計算されてしまい,OD行 列の流動量が相関係数では明確に

表現できないというものである.し かし,こ の種の問題は,分 析母集団などの範囲を如何

に捉えるかによって解決できよう.つ ま り,全 く流動関係のない地域は,で きるだけ分析

母集団から除き,そ のことに よって,0値 のOD行 列成分も少な くできるか らである.京

阪神大都市圏内におけるサブシステムの構造を因子構造として抽出する場合,因 子の構造

を乱す要因はさけなけれぽならない.複 数核が存在する京阪神大都市圏の場合,大 阪市,

神戸市,京 都市という上位都市間の構造と,下 位の都市群との構造を同一の因子構造で表

現 した場合,前 者の構造が因子構造に強 く影響し,下 位の都市間の関係は うま く抽出しき

れない.こ れはまた,OD行 列の地域単位を上位都市の市域全体とするか,上 位都市の区

域にするかによってもかな り異なって くる.分 析の レベルによって分析単位が異な り,ど

の範域までを変数としてとるかは,重 要な問題であるとい}る.従 って,本 稿では,奈 良

盆地に直接関係25)している大阪大都市圏のみをとりあげ,そ の中のサブシステムを抽出す

ることにした.
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大阪大都市圏のサブシステム

①大阪大都市圏の設定

大阪市への通勤者数が各市町村の日常就業者数の5%以 上を占める市町村(田 辺のDU

S域 設定基準)を 調査対象地域として大阪大都市圏を設定 し,1960年,1970年,1980年 に

ついて発着地(人 口流出地)を 変数としたOD行 列を作成 した(図1) .1960年 の大阪D

US域 は,能 勢町を除 く大阪府下の全市町村域をは じめ,兵 庫県では,大 阪市に隣接 した

5市 と京都府南部の10町,及 び奈良県の山間地域を除 く8市13町2村 と,三 重県の名張市,

島ケ原町,和 歌山県の橋本市が,大 阪DUS域 に含 まれる.大 阪DUS域 のこの範域は,

1980年 においてもあま り変化せず,1970年 に兵庫県の猪名川町と東灘区と灘区が,1980年

には,京 都府の南山城村,奈 良県の大宇陀町,三 重県の青山町が追加されたにすぎない.

また,各 年次の変数(発 着地数)を 整えるため1980年 の市町村域を基準として,合 併市町

村の行政を統合した.し か し大阪市内の区域については,平 野区,淀 川区,鶴 見区,住 之

江区など従来の区域が分割されて新区域が設置されたため,新 変数 としてこれ らの区域を

追加 した.従 って,1960年 は114変 数,1970年 は,115変 数,1980年 は119変 数(発 着地一

人 口流出地)で ある.

通勤流動に関する資料は,国 勢調査の従業地 ・通学地集計により,発 着地数(人 口流出

地数)と 到着地数(人 口流入地数)が 等 しいOD行 列を作製した。しかし,昭 和35年 のそ

れは,通 勤者と通学者を区別していないため,こ の年次については通学流動を含んでいる.

したがって1960年 と他の年次との比較については,こ の点に充分注意しなければならない.
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使用 した因子分析法は,主 因子法直交バ リマックス回転とオ.一一一ソマヅクス回転(斜 交法)

である.流 出人 ロパタ'一一一ソに よる部分地域(サ ブシステム)の 抽出については,因 子負荷

量の絶対値0.3以 上を分i類基準値26)とした.ま た,共 通性の推定法については,反 復法を

使用 し27),固有値1.0以 上の因子のみを回転 した.

②単位地域と第一次 ・第二次DUS域

各年次の固有値1.0以 上を有する因子数は,1960年 は39因 子,1970年 が37因 子,1980年

が34因 子である.因 子の説明変動率は,そ れぞれ43.22%,42.04%,42.5%と50%に 充た

ず,通 勤流動現象の多様性を示 している.因 子 と発着地(人 口流出地)の 関係を示 した数

値が因子負荷量であり,こ れをもとに人 口流出地をグルーピングしたものが単位地域であ

る(表1).発 着地を変数とした因子分析であるため北区や東区は,発 着地つまり人 口流

出地として類似性を有する地域がないため明瞭な因子としては抽出されない.し か し,表

1で 示したように東区や北区と深い関係を有する因子には,少 し高い因子負荷量で示され,

この因子負荷量が0.1以 上である因子には,北 区や東区の因子スコア量 も1.0以上を示 して

いる28).つ まり,単 位地域の中で北区や東区 と深い関係を示す地域は,到 着地(人 口流入

地)と の関係を示す因子スコア量においても,北 区や東区についての因子ス コア量が高 く,

北区や東区への通勤流入が多い地域とい}よ う.し か し,本 稿では,因 子スコア量を分類

の基準に利用 していない.そ の理由は,発 着地を変数 とした因子分析の場合は,最 も通勤

流出の多い市町村が高い因子負荷量を示し,こ の関係が因子スコア量にも影響するからで

ある.例}ば,豊 中エ リアにおいて池田市が最も高い因子スコア量を示 し,橿 原エ リアに

おいては,明 日香村の因子ス コア量が最高値を示す.こ の点においても,従 来の因子負荷

量 と因子スコア量を使用 した機能地域や結節地域の分類法には,問 題が多いといえる.因

子スコア量の大小関係と結節性の度合とは,同 質ではないのである.し たがって,本 稿で

18

i

O・

27)

35

雛轡 圃斗

図2大 阪大 都市圏のサ ブシステム(1960年)(図 中の番号は表1を 参照)
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は,結 節性の度合は,田 辺の就業依存率によるDUS概 念によって判定した.少 な くとも

DUS域 を有する都市は,結 節性を有する都市 と考えられるからである.表1のDUS域

欄は,単 位地区内の行政市区町村がDUS域 を有するか否かを判定したものであ り,第 一

次中心地DUS域 を有する市区町村がある場合を二重丸,第 二次中心地DUS域 を有する

市区町村が存する場合を一重丸として示している.表1に みられるように,す べての単位

地域にDUS域 が存在しているわけではない.下 位の因子 として抽出された単位地域ほど

DUS域 が存在 しないと言える.そ してそれは,大 阪大都市圏の都心か らかな り離れた周

辺地域の単位地域である場合が多い.ま た,大 阪市内の行政区域にみられる単位地域にも

DUS域 を有さない場合が多い.旭 区 ・都島区エ リアや阿倍野区 ・東住吉区エ リアそして

東成区 ・生野区エ リアな ど大阪市内における都心周辺の行政区域であ り,こ れらは明瞭な

結節性を有さない都心に従属 した単位地域 と言えよう.本 稿でい う都心とは,因 子構造 よ

り,北 区,東 区,南 区の4区 と福島区,天 王寺区を意味している.そ の内,福 島区,西 区,

南区は,か な り明瞭な単位地域を大都市圏内に形成 してお り,1960年 から1980年 おける20

年間に,範 域における変化はみられない.東 区,北 区,天 王寺区は,明 瞭な因子として抽

出されないが,旭 区 ・都島エ リアは北区と阿倍野区 ・東住吉区エ リアは東区と関係が深い.

次にDUS域 と単位地域の範域 との関係についてみてみよう.1960年 は,通 勤 ・通学人

口を合算したデータであるため,通 勤人口のみをデ・一一タとした1970年 の単位地域 と5%D

US域 を比較してみた.図3と 図5が かな りよく似たパターンを示していることがわかる.

DUS域 を有するすべての単位地域が,5%DUS域 に重複するのではな く,堺 エ リア,

東大阪エ リア,奈 良エ リアな どは10%DUS域 に一致 してお り,こ れらの5%DUS域 は

もっと広いものである.し たがってこれらのエ リアは,他 の単位地域 よりは上位であると

図3大 阪大都市圏 のサ ブ システム(1970年)(図 中の番号は表1を 参照)
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考えられるが,因 子分析の結果からは階層性を推定する),rすぎない.同 様に10%DUS域

に重複している富田林エ リア,枚 方エ リアな どは,5%の みのDUS域 をもたないエ リア

でDUS域 を構成している.市 町村規模も非常に小さい.こ れらの単位地域は,階 層的に

上位とはい}な い.こ のように因子分析の結果か らは,階 層性については,何 ら分析でき

ないのである.図5,図6で 示された5%DUS域 の存在 しない空白エリアは,奈 良盆地

や大阪大都市圏の周辺域に多い.こ れ らのDUS域 空 白エ リアにみられる単位地域には,

二種類のケ・一一スが考えられる.一 つは,就 業依存率を5%以 下に下げることによってDU

S域 が存在する場合,い ま一つは,大 阪市への通勤流動は顕著であるが,周 辺地域間での

通勤流動があまり発達していない単位地域である.し か し,こ れらのケースは,就 業依存

率を如何に下げるかによって相対的に変化する.ま た,あ まり低い就業率は,結 節性の指

標とはな りに くいであろう.し たがって,結 節性の指標 として,就 業依存率を何%に す る

かは,今 後,検 討しなけれぽならない課題であろ う.し かし,5%DUS域 は,大 阪府下

の単位地域の範域にはかな り適合 しているのである.

③サブシステムの変化(1960年 一1980年)

通勤流動 よりみた大阪都市圏のサブシステムが,如 何に変化したかをみてみると,1960

年の39因子か ら1980年 の34因 子まで年 々,因 子数が減少してお り,こ のことは,通 勤流動

パターンが単純化 し,単 位地域が減少していることを示している.図2と 図3に よると,

1960年 と1970年 の通勤流動パターンは,奈 良盆地を除 くと殆 ど変わ らず,大 阪府下におい

ては,和 泉エ リアが泉大津エ リアに,東 住吉区 ・生野区エ リアが,東 大阪エ リアに組み込

まれただけである.

図4大 阪大都市圏のサ ブシステ ム(1980年)(図 中の番号は表1を 参照)



碓井:大 都市圏 内におけ る周辺都市域の研究(1) 47

奈良盆地においては,盆 地南西部の大和高田エ リア,御 所エリア,王 寺エ リア,三 郷 ・

平群エ リアにかな りの変化がみ られる.特 に大和高田エ リアは,表1に よると,1960年 の

第1因 子として抽出され,第 一次DUS域 を有する結節性の高い単位地域であるが,1970

年には,27番 目の因子として抽出され,そ の範域 も,大 阪に近接 した香芝町が離脱し,南

部の新庄町への移行がみられるのである.そ れに伴ない1960年 には新庄町をエリア内に含

んでいた御所エ リアが変化し,高 取町を吸収して,1960年 にみられた高取エ リアが消滅 し

ている。また王寺エ リアから離脱した上牧町が香芝町 と香芝 ・上牧エ リアを新しく形成し

ているが,こ の単位地域は,全 く中心都市をもたないベットタウン化が進行している単位

地域なのである.こ のように1960年 代にかな りの変化がみ られた奈良盆地南西部の地域は,

江戸時代の綿作の中心地域であ り,明 治以降は,靴 下,メ リヤス,ニ ッ トなどの繊維産業

が発達 した奈良盆地の農村工業地域で,大 和高田市を中心都市 とする西南和地域を形成 し

ていた30).し かし,昭 和38年 の近畿圏整備法によって,奈 良盆地が近郊整備区域に指定 さ

れるや,盆 地北西部の丘陵地域や この南西部の馬見ケ丘丘陵を中心とする地域に大規模な

住宅地開発が始まった.馬 見丘陵北部の上牧町を中心とする地域には,昭 和43年 より西大

和ニュータウンが建設され,昭 和47年 か らは,香 芝町と広陵町領域にひろがる馬見丘陵の

南部地域に真美ケ丘ニュータウンの建設が始 まったのである31).1960年 代に進行したこれ

らの住宅地開発によって,大 和高田市を中心 としてまとまっていた結節地域が,分 解しは

じめたのである.

次に1970年(図3)と1980年(図4)の 通勤流動パタ・一一ンを比較してみると1960年 代に

はみられなかった大阪府下における単位地域の統合や分離,消 滅現象がみられる.富 田林

図5大 阪大都市圏 のDUS域(1970年)
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醸
ヒ区の5%DUS域

4
図6北 区 と東区の5%DUS域(1970年)

エ リアが分解して富田林市と千早赤坂村は,堺 エ リアに吸収され,河 南町は,羽 曳野エ リ

アに組み込まれる.ま た,三 郷 ・平群エリアが東大阪エ リアと王寺エ リアに分解してお り

豊中エ リアが,川 西町や猪名川町へ拡大しているのである.こ のように堺エ リア,東 大阪

エ リア,豊 中エ リアなどの大規模な単位地域の成長が顕著にみられ,そ れら周辺の小規模

な単位地域を分解 ・吸収し,自 己の範域を拡大させているといえる.さ らにいま一つの特

徴は,1960年 代には北区や東区との結合関係が強 く,明 瞭なDUS域 を有しなかった都心

周辺の単位地域,つ まり都島区 ・旭区エ リアや阿倍野区 ・東住吉区エ リアが分解し,そ れ

ぞれ守 口・門真エ リア,羽 曳野 ・藤井寺エ リアが発生していることである.こ れ らの単位

地域は,都 心から鉄道(京 阪線や近鉄線)に 沿って放射状に延びてお り,そ の範域は,図

6で 示 された北区や東区の5%DUS域 と一致している.つ まり,明 瞭な中心都市をもた

ず北区や東区に結合されていたこれらの単位地域の中に,守 口・門真市や,羽 曳野 ・藤井

寺市を核とした新しい単位地域が生成し,都 心周辺の単位地域か らの分離現象が生じてい

るのである.こ のような現象は,都 心地域の成長に よるよりはむ しろ,大 阪府下),rおける

中規模都市の成長によって,通 勤流動パターン),Yかなりの構造的変化が進行していること

を示しているといえるだろ う.

さらにいま一つの変化は,奈 良盆地におけ る王寺エ リアが,1980年 には堺,豊 中エ リア

に継 ぐ第3因 子として抽出されていることである.し かし,こ れはDUS域 を有さないつ

まり,単 位地域内に有力な中心都市が存在 しない単位地域で,表1に おいても東区 との関

係が最 も深い地域 として抽出されているのである.王 寺エ リアに含まれる市町村は,1960
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年代か ら急速な宅地開発が進行 し,大 阪のべ ヅトタウンとしての特性を強めてきた地域で

ある。しかし,1960年 の王寺町 と上牧村,三 郷町との就業依存率を調べてみると,そ れぞ

れ5.4%,6.4%と 高い就業依存率を示 し,王 寺町は1960年 には5%DUS域 を有 していた

のである.つ まり,そ の後の20年 間に大阪のベ ットタウンとしての住宅地開発が進行する

中で,通 勤流動における王寺町の結節性が低下したとい}る 。同様の結節性の低下は,大

和高田市や御所市においてもみ られ る.前 述 した大阪府下における中規模都市の成長に較

べ,奈 良盆地では,王 寺町,大 和高田市,御 所市などの結節性が低下し,大 阪大都市圏内

での単位地域の再編成が進行しているのである.こ のように,大 阪府下と奈良盆地では,

大阪大都市圏内にありなが ら全 く異なった傾向を示しているといえる.

奈良県内市町村のみを変数とした因子構造

大阪大都市圏の周辺都市域 として,奈 良盆地の単位地域が,1960年 か ら1980年 の20年 間

に如何に変化したかは前述した通 りである。 この変化を奈良県内市町村のみを変数 とした

因子分析で調べた場合,ど のようになるであろ うか。表2は,大 阪大都市圏内に含まれる

奈良県内市町村のみを変数(発 着地==人 口流出地)と し,サソプルは,大阪大都市圏全域の市

町村をとりあげた分析母集団(26変 数 ×120市 町村)の 因子分析結果をまとめたものである.

表2に おいて,ど の年次においても奈良市が単位地域として明瞭に抽出されていないこ

とが分かる.奈 良市は,1960年 には,大 和郡山エ リア,天 理エ リア,生 駒エリアに分散 し,

1970年 では,生 駒エリアと天理エ リアに,1980年 では,田 原本エ リアと生駒エ リアに分割

されている.各 年次の因子構造がかな り乱 され,因 子の解釈を因難にしているのである。

図7は,奈 良県内市町村に関係が深い京都府南部の市町村と東大阪市を発着地変数 として

組み込み,因 子分析を行なった結果を図示 したものである.奈 良エ リアが明瞭に抽出され,

大阪大都市圏全域の因子分析結果 と同一の単位地域が抽出されていることが分かる。 この

ように分析母集団を変}る ことに よって因子構造はかな り変化する.ま た香芝町は,1980

年に王寺エ リアに組み込まれているが,八 尾市を変数として入れることに よってまた異な

った因子構造になろう.し かし,県 外市町村 と関係の少ない単位地域には,大 きな変化は

蟻
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香 三宅
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図7分 析母集団が異な るサ ブ システム(1960年)



表2奈 良県内市町村のみを分析母集団とした場合の因子構造

1960年 1970年 1980年

因子

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

単 位 地 域

大和高 田エ リア

大和郡 山エ リア

王 寺 エ リ ア

橿 原 エ リ ア

桜井 ・
榛原 エ リア

田原 本 エ リ ア

天理 ・

奈良 エ リア

御 所 エ リ ア

広 陵 エ リ ア

高 取 エ リ ア

生駒 ・
平群 エ リア

室 生 エ リ ア

市町村(因 子負荷量)

大 和 高 田(0.917)

当麻(0.942)香 芝(0.387)

大 和 郡 山(0。666)安 堵(0.709)

斑 鳩(0.369)奈 良(0.334)

王 寺(0.700)三 郷(0.546)

上 牧(0.341)

橿 原(0.683)

明 日香(0.761)

桜 井(0.416)榛 原(0.653)

大 宇 陀(0.594)

田原 本(0.623)
三 宅(0.760)川 西(0.750)

天 理(0.692)

奈 良(0.509)

御 所(0.600)

新 庄(0.599)

広 陵(0.621)

河 合(0.706)

高 取(0.634)

生 駒(0.683)平 群(0.529)

奈 良(0.312)

室 生(0.849)

因子

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

単 位 地 域

大和郡 山エ リア

大和高 田エ リア

桜井 ・榛原
エ リア

王 寺 エ リ ア

生駒 ・平群
エ リア

橿 原 エ リ ア

広 陵 エ リ ア

香芝 ・
上牧 エ リア

御 所 エ リ ア

田原 本 エ リア

室 生 エ リ ア

天 理 エ リ ア

市町村(因 子負荷量)

大 和 郡 山(0.663)

安 堵(0.758)斑 鳩(0.472)

大 和 高 田(0.456)

当麻(0.609)新 庄(0.617)

桜 井(0.548)榛 原(0.629)

大 宇 陀(0.483)

王寺(0.685)

三 多郎(0.663)

生 駒(0.743)平 群(0.486)

奈 良(0.514)

橿 原(0.624)

明 日香(0.758)

広 陵(0.742)

河 合(0.546)

香 芝(0.612)

上 牧(0.728)

御 所(0.524)

高 取(0.494)

田原 本(0.605)

三 宅(0.726)川 西(0.750)

室 生(0.735)

天 理(0.689)

奈 良(0.376)

因子

1

2

3

4

5

6

7

単 位 地 域

王 寺 エ リ ア

大和高 田エ リア

大和郡 山エ リア

桜井 ・
榛原 エ リア

橿 原 エ リ ア

田原本 ・奈良 ・
天理 エ リア

生駒 ・
奈良 エ リア

市町村(因 子負荷量)

王 寺(0.573)上 牧(0.583)

三 郷(0.470)香 芝(0.413)

河 合(0.496)

大 和 高 田(0.586)当 麻(0.578)

新 庄(0.610)御 所(0.391)

大 和 郡 山(0.650)

安 堵(0.770)斑 鳩(0.554)

桜 井(0.586)榛 原(0.583)

大 宇 陀(0.489)室 生(0.488)

橿原(0.625)明 日香(0.602)

高 取(0.540)

田 原 本(0.586)

三 宅(0.586)川 西(0.586)

奈 良(0.471)天 理(0.425)

生 駒(0.673)平 郡(0.566)

奈 良(0.476)

α
O

お
㌍
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みられない.し たがって,大 都市圏内の周辺都市域の研究をする場合,研 究対象地域をど

の範域でとるかは,非 常に重要な問題なのである.

このようなサブシステムは,大 阪大都市圏の構造の中で分析するのが最も望ましいが,

これは,デ ータ量が膨大にな り,作 業的にかな り難しい問題を含んでいる.奈 良盆地の場

合,変 数として追加した京都府南部の市町村域は,奈 良市の5%DUS域 に含まれ,東 大

阪市は,生 駒町や平群町を5%DUS域 に含んでいるのである。つまり,周 辺市町村の範

域を設定する目安として,田 辺の就業依存率によるDUSの 概念は,か な り有効であると

いえよう.

結 語

大都市圏を一つの大都市地域システムとみなし,そ れを構成しているシステム要素を通

勤流動パターンより抽出した.こ れ らのシステム要素は,通 勤流動の類似性により分類 さ

れた単位地域でありそれ らは,大 阪大都市圏のサブシステムを構成 している.従 来,OD

行列の因子分析結果から結節地域や機能地域が抽出されてきたが,本 稿では,こ れ らの結

節地域と単位地域を区別している.な ぜなら,通 勤流動の類似性 より分類された単位地域

が,す べて結節地域の条件を充たしているとは限らないからである.そ こで,通 勤流動か

ら都市圏の範域を設定する田辺のDUS概 念を利用して,5%DUS域 を有す る単位地域

のみを結節地域の条件を充たしている単位地域と考えた.大 阪都心周辺の単位地域や大阪

大都市圏境界域の単位地域を除けぽ,か な りの単位地域が,5%のDUS域 と一致してい

ることが分かった.し かし,DUS域 設定基準の就業依存率には,5%と10%の 場合があ

り,単 位地域間における就業依存率は,5%以 上とい う下限の目安がつけられ るだけであ

る.ま た,5%と10%の 両方が存在す ることは,DUS域 における階層関係を暗示 してい

るとい}る.し かし,本 稿では,階 層的構造については分析していない.な ぜなら,こ の

種のOD行 列の因子分析か ら,階 層性を抽出することは無理であり,通 勤流動における類

似性,結 節性,階 層性は区別すべき概念といえるからである.通 勤流動の類似性 より抽出

された単位地域は,大 阪大都市圏とい う機能地域,或 は結節地域をモザイク状に隈無 く分

割している空間組織つまり,サ ブシステムなのである.

次に,こ のような空間組織,つ まりサブシステムが1960年 から1980年 の20年 間にどのよ

うに変化したかを考察した.そ の結果,1960年 から1980年 にかけて単位地域の減少,つ ま

り通勤流動におけるサブシステムの単純化が進行しているといえる.こ の単純化は,大 都

市圏の構造変化として表現されるが,1970年 代に進行するもので,都 心地域の成長による

よりはむしろ大阪府下における中規模都市の成長に起因するものといえよう.し かし,奈

良盆地においては,む しろ逆に,従 来の奈良県内における地域システムが,大 阪大都市圏

内に包摂される過程で分解 ・再編され,大 阪の都心地域と関係の深い単位地域が形成 され

つつあ り,中 小都市の周辺地域に対する結節性は減少しているのである.こ のように同じ

大都市圏内にあっても大都市圏の構造変化は,一 様にみることができないと言えよう.ま

た,大 都市圏研究における周辺都市域の研究の重要性が指摘できるが,奈 良盆地で示 した

ように,周 辺都市域研究の研究対象地域を如何に設定するかは,非 常に重要な問題である

とい}る.都 市域を一つの大都市地域 システムのサブシステムとして捉えるならば,シ ス

テム全体との関連の中でのみ,周 辺都市域を抽出しなければならないのである.そ れは,

サブシステムを如何に抽出するかの問題であ り,簡 便な抽出法の検討が必要であろ う.
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Summary

Thesignificantchangeshaveoccurredinthenatureofregionaldevelopmentprocessin

Osakametropolytanregion.Thesechangesindicatethatthegrowthofinter-metro-

polytanperipheriesmakestheOsakametropolytanregionself-gearativeofgrowth.

Undertheseconditions,itisnecessarytohaveaprecisefunctionaldielineationofthe

territoriesofinter-metropolytanperipheries.Thepurposeofthisstudyistobeclear

thisdelineationproblem.

Thedelineationprocedurewasasfollow,first,thedelineationoffunctionalboundaries

forinter-metropolytanperipherieswasderivedfromthecommutingpatternastheresult

ofthefactoranalysisinODmatrix.ThiscommuntingpatterndisaggregatestheOsaka

metropolytanregionintosubregionswhichareunitareasofmetropolytansystem.Fig.

2,Fig.3andFig.4showthesubsystemofQsakametropolytanregion,withrespectto,in

1960,1970andin1980.Second,thecommuntingareasthatarecalled"DailyUrban

System"areshownforunitareasofOsakametropolytansystem.(Table2).

Inthenextplace,thechangesinOsakametropolytansubsystemwereevidencedwith

thecomparisonbetweenthesemaps.Ontheresult,themetropolytansubsystemhave

surelybecomemoresimplyduringthe1960-1980.Thismeansthatthelargerunit

areasofmetropolytanregionextendedfarbeyondtheseboundaliesandinvolvedthe

smallerunitareasaroundthem.Ontheotherhand,theunitareainNarabasinshow

thedeclininggrowth.Sunch,then,thegrowthtypeofunitareasmakesadifference

betweenOsakaprefectureandNarabasin.


